
墨田区心のバリアフリー普及啓発キャラクター使用取扱要領 
 

令和５年３月２３日 
４墨福障第２７７６号 

（趣旨） 
第１条 この要領は、墨田区心のバリアフリー普及啓発キャラクター使用取扱要綱（令和５

年３月２３日４墨福障第２７７６号。以下「要綱」という。）に基づき、キャラクターを
使用する者（以下「使用者」という。）に対して必要な事項を定めるものである。 

 
（素材提供） 

第２条 区は、使用者の求めに応じてキャラクターの素材を貸与するものとする。ただし、
貸与する素材は、墨田区心のバリアフリー普及啓発キャラクター使用マニュアル（以下
「使用マニュアル」という。）記載のものに限る。 

２ 使用者は、キャラクターの素材の使用が終了したときには、直ちに貸与を受けた素材を
返還又は消去しなければならない。 

３ 使用者は、区に対して、返還又は消去を完了するまでの間、貸与を受けた素材を善良に
管理し、使用しなければならない。 

 
（使用方法） 

第３条 使用者は、キャラクターの使用につき、使用マニュアルの記載事項を遵守しなけれ
ばならない。 

２ イラスト等の利用に当たっては、墨田区心のバリアフリー普及啓発キャラクターであ
る旨の表記を、要綱第５条第１項の使用許諾を受けた対象物又は当該対象物の包装等に
記載するものとする。ただし、形状等で困難である場合はこの限りでない。 

 
（商品名称） 

第４条 使用者は、キャラクターを使用した物品等（以下「物品等」という。）の名称に、
「すみダック」という名称を付すことができる。ただし、要綱第２条第１項に規定する使
用の範囲を超えるような名称は付すことができない。 

２ 前項に規定する商品名称については、区は使用者に対して指示することができる。 
３ 第１項に規定する商品名称の使用については、使用者以外による使用を排除するもの

ではない。 
 

（監修） 
第５条 使用者は、区に対し物品等の原稿、原画、版下、校正刷り、サンプル品等（以下「原

稿等」という。）が完成したときは速やかにこれらを提出し、区の監修を受けるものとす



る。 
２ 前項の監修において、要綱、この要領及び使用マニュアルに抵触すると判断する場合は、

区は使用者に対し、当該原稿等の修正又は変更を求めることができる。 
 

（完成品の提出） 
第６条 使用者は、区の監修及び使用許諾を受けた後、区に対し物品等の完成品を提出する。

ただし、使用形態上、提出が困難である場合は、区と協議の上、書面等で報告に代えるこ
とができる。 

２ 使用者は、前項に定める完成品の提出及び区による確認が終わるまで物品等の製造、配
布、販売等を開始してはならない。 

 
（区が指定する条件） 

第７条 使用者は、区が事業の広報活動を目的としての物品等の商品を購入する場合、原則
卸値での販売に応じなければならない。ただし、卸値の算出が難しい場合、区と協議の上、
別途販売価格を設定することができる。 

２ 使用者は、区がキャラクターの広報活動を目的として、物品等の商品を区の指定する販
売者等に卸売りすることを求めた場合、可能な限りそれに応じなければならない。 

 
（告知） 

第８条 使用者又は使用者が指定する第三者は、物品等を告知する目的で、次の各号に掲げ
る様態において、当該物品等の画像を使用することができる。この場合において、当該物
品等の画像とは、キャラクターを含む物品等全体の画像又は図版を言い、物品等を媒体と
しないキャラクター又は物品等の部分として抽出されたキャラクターは、これに当たら
ない。 

２ 次に掲げる様態は、要綱第２条第１項の使用の範囲と同じとする。 
⑴ チラシ、カタログ等の商品広告への使用 
⑵ 使用者が発行する広報誌、資料等への記載 
⑶ 新聞、テレビ等による報道等での露出 
⑷ 使用者の申出により区が認める媒体での露出 
 
（権利の帰属） 

第９条 要綱及びこの要領に定める使用許諾は、許諾された範囲での使用の外は、キャラク
ターに関する何らの権利又は権限を与えるものではない。 

２ 使用者が、キャラクターの使用に当たって、区が事前に承認した上で、キャラクターの
形状を変形し、その他改変を加えた結果、改変物と認められる場合、当該改変物に関わる
使用権は区に帰属する。 



３ 使用者は、キャラクターの使用に当たって、著作権登録、商標登録、意匠登録等の出願
をしてはならない。 

 
（管理責任） 

第１０条 使用者は、使用者の責任により物品等の制作、製造、販売、管理等を行わなけれ
ばならない。 

２ 使用者は、第三者に物品等の制作、製造、配布、販売、管理等を委託する場合において
も、前項に定める責を免れない。 

３ 物品等（製造物責任法（平成６年法律第８５号）に定める責任範囲を含む。）により、
第三者の生命、身体又は物等に損害を負わせた場合、使用者の責任において適切な対処を
しなければならない。 

付 則 
この要領は、令和５年３月２３日から適用する。 


